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発生主義会計には，多くの主観的判断が含まれている。一部の論者は，

発生主義会計を（1）原価配分は現実の取引や事象に基づいていない，（2）

収益と費用の対応は実務上不可能で恣意的である，（3）意思決定に適合

しない，と批判してきた。1971 年に APB はこのような批判に応えて，

意見書 19 号「財政状態の変動」を公表し，会社に「財政状態変動表」を

開示することを求めた。その後，キャッシュフロー情報の開示を求める

要請が高まってきた。今日では，各国の会計基準は主要な財務諸表とし

てキャッシュフロー計算書を開示することを定めている。これは会社の

業績は，利益だけでなく，流動性を示すキャッシュフローで評価しなけ

ればならないことを示している。利用者は収益性とともに流動性に関す

る情報を必要としている。 

Lee と Chambers は，キャッシュフロー研究の優れた著書を著わした。

Chambers は，会社の適応行動と売却価額評価を中心に，新しい財務会

計の枠組みを提案した。Chambers の適応行動と Lee の継続企業と実現

可能額という概念は一致している。Lee はこれを４つの財務諸表で表現

した。Lee のキャッシュフロー報告会計は，実現キャッシュフローと資

産の実現可能額をひとつに関連させた会計システムである。このシステ

ムの内容の一部は，すでに IASB および FASB の概念フレームワーク，

または基準に組入れられている。これらの動向は，キャッシュフロー報

告会計は将来の財務報告システムであることを暗示している。 

要  旨 
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はじめに 

発生主義会計，すなわち取得原価評価，配分

計算，対応計算を含む会計は，技術革新や物価

変動が進行する経済環境の下で，利用者に対す

る目的適合性を失ってきている。シドニー大学

の Chambers 教授は 1966 年に，“Accounting 

Evaluation and Economic Behavior”を著わし

て，企業の適応能力を示すため，資産を売却価

額で評価すべきであると主張している。

Chambers の著書が発表されてから約 20 年後

の 1984 年に，エジンバラ大学の Lee 教授は

“Cash Flow Accounting”を著わし，キャッシュ

フロー計算書と資産の実現可能額評価を結び

つけて，資産を実現可能額で評価することを主

張している。当時，キャッシュフロー計算書は

キャッシュを資金概念とする資金計算書のひ

とつとして論じられていた。わが国では 1956

年に染谷恭次郎教授が『資金会計論』で資金計

算書を主要な財務諸表に加えるべきであると

いう主張をしている。それ以来，資産評価の見

直しやキャッシュフロー計算書を財務諸表の

ひとつとすべきであるという問題は，財務会計

基準審議会（FASB）も取り上げて論じている。 

そこで本稿では，初めにChambersとLeeに

よる財務会計の目的や主要な概念としての財

務諸表を検討し，さらにそれらのFASBおよび

IASBの概念フレームワークや会計基準との関

連性を指摘する。それに基づいてキャッシュフ

ロー報告と実現可能性または売却価額による

資産評価が財務会計の発展の方向を示そうと

するものである。 

 

 

 

 

Ⅰ Chambers 学説の概要 

1. 発生主義会計の改善 

――現在現金同等額による測定 

Chambers は，発生主義会計の問題点を財務

分析に用いられている財務比率を取りあげて，

つぎのように指摘している(1)。 

（1）流動性比率（liquidity ratio）は企業の短

期流動性を評価するための比率として用

いられている。この比率は「流動性資産」

を「流動性負債」で除して求める。しかし，

流動性比率の計算要素が価格変動に反応

していなければ，この比率を会社の財務的

欠陥を除去する指標として利用すること

はできない。そのため，この２つの計算要

素を現在現金同等額に修正しなければな

らない。 

（2）負債・残余持分比率（財務レバレッジ，

負債依存度）は，負債の安全性を判断する

指標として用いられている。この比率は

「負債」を「残余持分」で除して求める。

しかし，残余持分が期末純資産の現金同等

額で測定されていなければ，安全性分析の

比率として役立たない。 

（3）投資利益率（rate of return on investment）

は，投資プロジェクトの利益業績の指標と

して用いられている。この比率は，当期に

実現したあるいは当期に発生した「購買力

の増加」を，「期首純資産の現金同等額」（あ

るいは期首および期末の純資産の現金同

等額の平均値）で除して求める。しかし，

この計算要素は一定時点の現金同等額で

示されていなければならない。この場合だ

け，他企業または他のプロジェクトと比較

可能で適切な比率である。 

（4）固定比率は長期支払能力を測定する基本

的比率として用いられている。この比率は
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「非流動資産」を「残余持分」で除して求

める。非流動資産への投資は収益の増加を

期待できるが，他方で支払能力リスクを増

加させるから，会社は収益性と支払能力と

の均衡点を見出さなければならない。その

ためには資産をすべて同一の評価基準で

測定しなければならない。 

Chambers は，次節で述べるように独自の財

務会計の基礎概念と定義を提案して，これらの

資産評価に関する問題を解決している。 

 

2. 財務会計の基礎概念と定義 

（1）財務会計の基礎概念 

Chambers は，出資者や経営者などの立場か

ら多くの会社を観察して，会社は継続し存続し

ていくものと仮定し，財務会計の定義を提案し

た。経営者は出資者などのために会社の財政状

態の変化および環境の変化に会社が適応する

よう経営しなければならないと仮定し，これを

会社の適応行動（adaptive behavior）とよん

でいる(2)。会社が存続するためには，会社はつ

ねに市場に参加する能力を持たなければなら

ない。また，投資者は，会社が投資を拡大する

ための適応能力を持っているか，あるいは投資

を減少し他の活動に転換せざるを得ないかを

判断するための情報を必要とする。最終的には，

会社と投資者との収支が会社の存続能力を決

定する。 

このような会社の適応能力は，会社の財政状

態によって示される。会社の財政状態は一定時

点において市場で決定される資産と負債およ

び出資者持分（残余持分）の価額の関係をいう。

会社の適応能力は，現金と非現金資産の売却価

額で測定される。また売却価額（正規の販売方

法に基づく実現可能額）が用いられる。これは，

現在現金同等額（current cash equivalent）と

もいわれる(3)。会社が適応能力を重視する時

は，すべての資産は売却して現金化できるもの

でなければならない。会社が資産を売却しない

で継続して保有するのは，資産の保有から生じ

る将来のキャッシュフローの現価が，その資産

の売却収入の投資から得られる期待現金収入

の現価より大きい場合である。したがって，会

社はそのような機会があるかどうか，また現金

と現金同等額で純資産がどれほどあるかにつ

ねに関心を持っている。Chambers はこれを

「すべての将来活動のために，一定時点におい

て統一的に市場で適合する財務的手段は，保有

するすべての資産の市場の売却価額である」(4)

と表現している。 

資産価値は売却価値と使用価値という点か

ら検討されることがある。ふつう使用価値があ

る資産は売却価値はあるが，売却価値がない資

産もある。売却価値がある資産は売却収入で他

の財貨を購入したり負債を返済することがで

きるし，新しい投資に充当することもできる。

また，売却価値は市場で決定される客観的価額

であるが，使用価値は使用者または経営者の個

人的判断による価額であり，使用者の説明がな

ければ外部者は理解できない。会社の資産がそ

の時の売却価額で表示されていれば，利用者は

これを収益性や流動性の判断に利用できる。 

 

（2）財務会計の定義 

Chambers は，このような観察に基づいて財

務会計をつぎのように定義している(5)。 

 

「財務会計は，１企業実体（会社）の経済的

あるいは商業的特徴に影響を与える取引

および非取引事象の貨幣的結果の表現に

関係している。」 

 

上記の定義は簡潔に要約して述べたもので

ある。これに含まれる基本概念をつぎのように
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説明している。 

企業（実体）：出資者，債権者などの目的を

達成するために継続的に存続

して，市場に適応しようとす

る経済的単位。 

適     応：企業が継続して存続するため

に，財貨・用役の市場価格に

従って行動すること。適応能

力は，保有している現金と非

現金資源の現金同等額に影響

される。 

取    引：財政状態の変動を生じさせる

ような契約上の事象。取引は，

完成取引と未完成取引とに分

類される。完成取引は，収入

または支出が生じる。未完成

取引は，収入または支出の権

利あるいは義務が発生する。 

非取引事象：取引による変動以外の変動で，

保有している財貨，権利また

は義務の現金同等額に生じる

変動。 

貨幣的結果：保有している現金，財貨の現

金同等額および債務に関する

実際の影響額。 

 

 Chambers によれば，財務会計は企業の継続

的な貨幣の流れ，すなわち貨幣経済社会におけ

る会社の存続条件に関係している。これらの貨

幣的測定システムは，財政状態表および明細表

（財政状態変動表および損益計算書）で表示さ

れる。 

 

3. 財務諸表 

（1）財政状態表 

財政状態表は，一時点における資産（A）と

負債（L）およびその差額として残余持分（R）

を表示する。資産は現金と非現金資源（現金同

等額）に分類する。したがって，資産，負債お

よび残余持分は，現金同等性という特質を共有

している。現金と非現金資産の合計は，負債お

よび残余持分の合計額に等しい。下記の T 勘定

は，財政状態表（第 2 期）を要約して表示した

ものである。 

 

財政状態表（ｔ₂） 
Ａ₂ ×× Ｌ₂ ×× 
 Ｒ₂ ×× 

 
ｔ₂；2 期末 
Ａ₂；2 期末資産 
Ｌ₂；2 期末負債 
Ｒ₂；2 期末残余持分 

 

会社は，経済的資源の流動性あるいは支払能

力に関心を払いながら，利益を稼得するように

行動する。現金は最も流動性の高い資産であ

る。現金以外の資産は売却価額で評価するが，

その実現可能性は，その資産の売却市場の状況

によって異なる。売却しようとする資産に活発

な市場があれば，その資産はそうでない資産よ

り容易に売却できる。また，売却可能性は，売

却単位の大きさや売却価額の高低にも影響さ

れる。売却資産の実現可能性が明らかでない時

は，できるだけ現実の事実に基づいて概算値を

求める。財政状態表では資産の売却可能性を示

すため，資産は実現可能性の順に配列する。負

債および持分は，法的優先性より支払期日まで

の時間を基準にして配列する。 

 

（2）財政状態変動表 

 会社の期首（ｔ₁）の財政状態（A₁－L₁＝R₁）

は，期中（ｔ₁～ｔ₂）の取引および取引以外の

事象により変動し，期末（ｔ₂）の財政状態（A₂

－L₂＝R₂）となる。つぎに示す財政状態変動

表はこれを T 勘定の形で示したものである。 
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財政状態変動表（t₁～t₂） 
A₂－A₁ ×× L₂－L₁ ××

 R₂－R₁ ××

 
A₂－A₁；期中の資産の変動額 
L₂－L₁；期中の負債の変動額 
R₂－R₁；期中の残余持分の変動額 

 

 期中の財政状態の変動は一様でない。資産は

流動性の高い資産から流動性の低い資産へ，負

債は短期負債から長期負債へ変動したり，ま

た，流動的な資産と短期負債が同時に減少する

こともある。 

 財政状態変動表は，１期間の財政状態のすべ

ての変動を記述する。財政状態表科目の個々の

変動すなわち資産（流動性）の変動，負債（決

済日）の変動および残余持分の個々の変動情報

が必要であれば，それらの明細表を用いて表示

する。 

財政状態変動表が示すのは各科目の１期間

の正味変動額である。Chambers によれば，損

益計算書は残余持分の変動の総額を示す明細

表で，キャッシュフロー計算書は現金勘定の総

額の変動を示す明細書である。 

 会社の期首の財政状態は，経営活動の出発点

における適応能力を示す。しかし，一時点の状

態が示されるだけでは，会社がその後どの資源

をどのように利用し，行動するかについて何の

情報も提供されない。これに対し，財政状態変

動表は２時点の情報を提供することにより，こ

の間の変動を明らかにしている。しかし，純利

益（R₂－R₁）を純資産の純増加［（A₂－L₂）

－（A₁－L₁）］として示すだけでは，投資者が

投資意思決定に利用する情報としては不十分

である。それを補うために明細表（損益計算書）

を作成する必要がある。 

会社の１期間の取引やその他の会計要素に

与える影響が個別的に示されれば，利用者はそ

の後の残余持分の変動を推論できる。しかし，

Chambers は損益計算書，財政状態変動表など

は，期首および期末の財政状態から派生する特

定の勘定の明細表であり，財政状態表を基本的

財務諸表と考えている(6)。 

 

4. Chambers 学説の要約 

 Chambers は，発生主義会計の基本的概念を

資産の売却価額と適応可能性という視点から

厳しく批判している。この内容は以下の４点に

要約できる。 

（1）財務諸表利用者は，企業が提供する情報

にそれぞれ別個の関心を持ち利用してい

る。しかし，会社が今日の事実に基づく情

報を提供しなければ，財務諸表の情報は利

用者の意思決定には役立たない。 

（2）会社の資産を現在の市場価額またはその

概算値で測定し，負債を現在の支払額で測

定する時，残余持分の変動（利益または損

失）を，２時点の純資産の差額として測定

する。 

（3）財務諸表の測定値が一定時点（または一

定期間）の測定値でなければ，利用者は財

務諸表に基づいて合理的な推論をすること

はできない。 

（4）投資者は，出資額の安全性，配当および

資本利得などの財務的結果を比較して，投

資を選択する。これには，「事実に基づく期

待の比較」が含まれるから，会社間の，あ

るいは同一企業の期間的比較が，比較可能

な情報の提供が必要である。 
 

Ⅱ Lee 学説の概要 

1. 発生主義会計の改善――キャッ

シュフロー会計と実現可能額会計 

発生主義会計は，資産の取得原価評価，原価

配分，および収益・費用対応による期間利益測
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定を中心とする会計をいう。発生主義会計の問

題点は，主としてキャッシュフロー会計（CFA）

と実現可能額会計（RVA）の論者によりそれぞ

れ別個に論じられてきた。しかし，Lee はこの

２つの会計に共通点があることに気づき，それ

をつぎのように述べている(7)。 

（1）CFA と RVA は，現金が経済資源として

重要であることを強調している。CFA は

キャッシュフローを営業，投資，財務など

の機能別に区分して，キャッシュフローに

より営業活動を理解することの意義を論

じている。RVA は資産を実現可能額，す

なわち現在現金同等額で評価し，会社の

「適応可能性（能力）」を示そうとする。

この「適応可能性」の意義は Chambers

に依拠している。 

（2）CFA と RVA は，期中における資産の実

現額と期末資産の実現可能額を示し，原価

配分や対応計算に含まれる主観的判断を

排除する。 

（3）CFA と RVA は，会社の存続可能性を強

調する。CFA は現金創出の方法と負債お

よび必要な支払能力を示し，RVA は将来

の適応能力を示す。 

（4）CFA と RVA は，流動性管理を重視して

いる。しかし，活動の継続性を前提としな

い。 

（5）多くの利用者は保有資産の現在現金同等

額およびキャッシュフローに基づいて意

思決定している。したがって，CFA と RVA

は，多くの財務諸表利用者に適合する会計

システムである。 

Lee は Lee 自身のキャッシュフロー会計を，

従来のキャッシュフロー計算書論と区別する

ため，キャッシュフロー報告（Cash Flow 

Reporting CFR）システムと名づけている(8)。

つぎに CFR の内容と意義を財務諸表に関連し

て述べる(9)。 

 

2. 財務諸表 

Lee は主要財務諸表を，①キャッシュフロー

計算書，②財政状態表，③財政状態変動表およ

び④損益計算書の４つで構成している。 

 

（1）キャッシュフロー計算書 

キャッシュフロー計算書は，１期間に生じた

収支を営業収支，財務収支，投資収支，税金支

出，配当支出などに分けて示す。下記の T 勘定

は，CFR のキャッシュフロー計算書を要約し

て示したものである。 

 

C／F  （t₁～t₂） 
CI  CO  
 CFO ×  CFI ×× 

 CFF × T × 

 D × 

 C × 

 

CF： キャッシュフロー計算書 
CI： キャッシュインフロー，収入 
CO： キャッシュアウトフロー，支出 
CFO： 営業活動によるキャッシュフロー 
CFF： 財務活動によるキャッシュフロー 
CFI： 投資活動によるキャッシュフロー 
T： 税金支出 
D： 配当支出 
△C： CI－CO 現金増加額 

 

収入・支出は，当事者の取引によって確認で

きるから，検証可能性について問題が生じる余

地はほとんどない。 

Lee は，「利用者がキャッシュフロー計算書

で経営者のキャッシュフロー業績を識別し，特

にインプット（CFO 対 CFF）とアウトプット

（CFI 対 D）における相対的変動の情報を入手

できなければならない」と主張している(10)。キ

ャッシュフロー計算書は，特定の利用者に指向

しない，一般目的の計算書である。 
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（2）財政状態表 

下記の T 勘定は，CFR における期末財政状

態表を要約して示したものである。 

 

財政状態表 （ t₂） 
C₂ ×× L₂ ××

NC₂ ×× R₂ ××

 
C₂: 2 期末現金 
NC₂： 2 期末非現金資産 
L₂： 2 期末負債 
R₂： 2 期末残余持分 

 

財政状態表は，資産（現金および非現金資産）

と負債（確定請求権）および残余持分（未確定

請求権）を示す。非現金資産は現在の市場価額

（売却価額）で測定し，負債は現在の支払額で

測定する。これらは取引相手または経済事象に

基づいて検証できる。この測定値により，利用

者は会社の流動性を正しく知ることができる。

伝統的な流動性比率（流動比率および当座比

率）あるいは固定比率の計算要因は同じ基準で

測定されていない。期末流動資産の個別科目の

測定基準は一定していないから，合計額は，本

来，意味を持たない。 

 

（3）財政状態変動表 

下記の T 勘定は，財政状態変動表を要約して

示したものである。 

 

財政状態変動表 （ t₁～t₂） 
C₂－C₁ L₂－L₁ 
NC₂－NC₁ R₂－R₁ 
 
 C₂－C₁ 現金の変動 
 NC₂－NC₁ 非現金資産の変動 
 L₂－L₁ 負債の変動 
 R₂－R₁ 残余持分の変動（△R） 

 

財政状態変動表は，期中における現金変動額

だけでなく，その他のすべての資産と負債の変

動額を示す。経済的資源は実現可能性の高い資

産と低い資産に分けて示し，実現可能性の高い

資産の変動と実現可能性の低い資産の変動を

別個に表示する。また，負債の変動も支払期限

の長短に分けて表示する。財政状態変動表から

現金と非現金資産および負債の変動の相対的

関係が明らかになる。残余持分変動はその差額

の変動として示される。 

財政状態変動表は，現金と非現金資産および

すべての負債の変動に関する情報を提供する

から，損益計算書より広い範囲の変動を示す。

損益計算書は実現可能額に基づく純資産の変

動を示すが，財務負債の変動に伴う資産の変動

を含まない。財政状態表変動表の科目の配列は

財政状態表と同様で，それらの期首および期末

の価額は期首および期末の財政状態表の科目

の価額である。 

 

（4）損益計算書 

下記の T 勘定は，損益計算書を要約して示し

たものである。 

 

損益計算書（ t₁～t₂） 
A₂－L₂ A₁－L₁ 
－△Af －△Lf 
 △R 

 

A＝C＋NC（資産＝現金＋非現金資産） 
△R＝当期残余持分増加額 
△Af＝当期の財務活動による資産の増加 
△Lf＝当期の財務活動による負債の増加 

 

損益計算書は，売却価額で測定した期末の純

資産（A₂－L₂）から期首の純資産（A₁－L₁）

を差し引いて期中の利益を示す。さらに，その

うち営業活動による純資産の変動を示すため

に，資産および負債から当期の財務活動に関す

る部分を差し引いて示す。 
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3. Lee 学説の要約 

Lee の CFR の内容は，下に示すように要約

することができる。 

（1）キャッシュフロー計算書は，１期間に生

じた実現したキャッシュの総額を示し，財

政状態変動表は１期間に生じたキャッシュ

と未実現キャッシュの純額を明らかにす

る。また，財政状態表は資産を現金と未実

現資産に分類し，未実現資産は実現可能性

の程度によって，実現可能性の高い資産と

低い資産に分類して表示する。この分類は，

利用者が未実現資産情報の信頼性と財務弾

力性を評価するために役立つ。また，保有

している現金と非現金資産とを区別するこ

とにより，それらを調整して両者を適切に

統制できる。損益計算書は，純資産の変動

を財政状態表の科目ごとに示す。その意味

で CFR はキャッシュによる財務会計の統

一システムである。 

（2）CFR は，実現現金と未実現現金，負債お

よび残余持分が連携したシステムである。

すなわち，すべての資産およびに請求権を

同一の尺度で測定する。そのため，同一会

社の流動性と収益性の期間比較，および他

社の同一期間の流動性と収益性の比較に役

立つ。 

（3）CFR は，原価配分や対応計算に含まれる

経営者の判断を排除する。CFR の基本デー

タは，実現現金および未実現現金とこれに

対する請求権（負債および請求権）であり，

すべて検証可能である。そのため，会計手

続の選択についての利用者に対する説明は

必要でない。 

（4）CFR は受託責任目的にも適合する会計シ

ステムである。CFR は受託時の価額を報告

するだけでなく，それらの資源管理の結果

も報告する。特に，利用した経済的資源と

稼得した利益を報告する。また現金と現金

同等額およびキャッシュフローを用いて財

務管理の状況を明らかにし，当期利益のう

ち現金として利用できる価額を示す。 

 

Ⅲ IASB および FASB の動向 

 前節で Chambers および Lee の売却価値（公

正価値）とキャッシュフロー情報を統合する理

論検討した。本節ではこれらに関連する IASB

と FASB の基準および概念フレームワークを

検討してみる。その例として，IFRS 13「公正

価値測定」と IFRS 9「金融商品」，IAS 36「資

産の減損」，「財務報告における概念フレームワ

ーク」を取りあげてみる。 

 

1. 公正価値 

IASB は 2011 年に IFRS 13「公正価値測定」

を公表した(11)。IFRS 13 の要点はつぎのとおり

である。 

① 公正価値は「測定日時点で，市場参加者

間の秩序ある取引において，資産の売却に

よって受取る価格」であると定義した(12)。

これによると，出口価格は，資産を使用す

るかあるいは売却するかという保有目的

に拘わらず，広く一般的に用いられる。こ

れは SFAS 157「公正価値測定」の定義と

変わらない(13)。 

② 公正価値計算に用いた情報の質と信頼

性を明示するため，測定資料のヒエルラー

キーを定めた(14)。これも SFAS 157 と同様

である。 

③ 公正価値測定の相対的信頼性を明示す

るため，公正価値情報の源泉を開示するこ

とを要求している(15)。これも SFAS157 と

同様である。 

つぎに，IFRS 9「金融商品」と IAS 36「資
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産の減損」から，公正価値で測定する資産の例

を２つあげて検討してみる。 

 

（1）金融商品の評価 

IFRS 9「金融商品」は，金融資産を「償却原

価法」あるいは「公正価値法」で測定すると定

めている（例：購入社債）(16)。このうち，償却

原価法の適用は，会社が①ビジネスモデルの一

環として金融資産を管理することを定めてい

る，②契約上のキャッシュフローについて，一

定期日に元本や利息の支払いを明確に定めて

いるという条件を満たしている場合に限られ

る。そうでなければ，「公正価値法」で測定す

る(17)。また，関連する金融負債の評価法と不整

合（ミスマッチ）が生じる時は，金融資産に公

正価値法を選択できる（公正価値オプション）

(18)。なお，ミスマッチの一例として，企業が保

険契約に基づく負債を有しており，その測定が

現在の情報を組み込むものであって，それと関

連すると企業が考える金融資産が指定がなけ

れば，償却原価で測定されることになる場合を

あげている(19)。 

このように，IASB は公正価値測定を重視す

る態度を示している。しかし他方で償却原価測

定も認めている。これはつぎの３つの問題を生

じさせることになった。 

① 投資資産を，回収目的資産と売却目的資

産とに分類する。 

② 回収目的資産に適用する償却原価法に

関連して，実効利率，回収額および回収期

間を決定する。 

③ 投資資産分類を変更できる。 

これらの決定は，すべて経営者の判断による

から，情報の比較可能性を低下させる。しかし

ながら，IASB と FASB は，市場に基づく公正

価値による開示を広く求めている。これは Lee

や Chambers の実現可能額や現在現金同等額

という概念と一致する。 

 

（2）固定資産の減損 

 IAS 36「資産の減損」は資産の減損を「資産

または資金生成単位の帳簿価額が，回収可能額

を超過する金額をいう」と規定している(20)。 

資産の減損を認識するためには，はじめに減

損兆候の有無を２つの減損指標を用いてチェ

ックする。ひとつは経営業績の低迷などの内部

的情報源泉，もうひとつは不況や規制，環境の

悪化などの外部的情報源泉である。もし，例え

ば，不況指標で減損兆候が認められれば，減損

テストを実施する。減損テストでは，減損損失

を資産の帳簿価額を回収可能額と比較して測

定する。帳簿価額が回収可能額より高ければ減

損が生じていて，その差額は減損損失である。

また，帳簿価額が回収可能額より低くければ減

損は生じていない。 

回収可能額は，正味公正価値（公正価値－売

却費用）と使用価値のうちどちらか高い方と定

義されている。正味公正価値は，資産の売却額

から処分費用を差し引いた後の価額である。使

用価値は，資産を利用して得られる期待収入と

最終的な資産の売却収入の現在価値の合計を

いう。 

上記の IAS 36 の規定は，検証可能性につい

て問題がある。ひとつは資産のキャッシュフロ

ー予測の検証可能性である。IASB は，将来キ

ャッシュフローの予測に経営者の「最善の予

測」を反映することを望んでいる(21)。これは，

経営者が最も確実に生じると期待するキャッ

シュフロー，すなわち確率的予測を加味した期

待価値で，客観的測定値ではない。これに対し

て，公正価値は「市場参加者間の秩序ある取引

による受取額」(22)で，取引当事者の取引資料に

より確認できる。 

しかし，IASB は，キャッシュフロー予測に
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は経営者の操作が介入するリスクが大きいの

に，これに寛容な態度を示している。また，さ

らに重要な問題は，公正価値評価の適用を資産

の減価に限定し，増価を無視していることであ

る。資産価値変動を減損方向だけに限定して増

価を無視する限り，首尾一貫した評価法とはい

えない。これについて棚卸資産の低価法適用に

対する批判と同様の批判が生じるのは必定で

あろう。 

 

2. キャッシュフロー情報 

 IASB の 2010 年の「財務報告に関する概念

フレームワーク」（「概念フレームワーク」）は，

「企業のキャッシュフロー情報は，報告企業の

現金の収入と支出を示す。これには負債の借入

と返済，投資者に対する現金配当またはその他

の分配，さらに企業の流動性や支払能力に影響

を与えるその他の要因に関する情報が含まれ

る」と述べ，また，キャッシュフロー情報は，

「利用者が報告企業の営業活動を理解したり，

財務および投資活動を評価したり，流動性また

は支払能力を検討したり，財務業績に関するそ

の他の情報を解釈したりするのに役立つ」(23)

とも述べている。 

「概念フレームワーク」は，支払能力および

流動性情報の重要性だけでなく，キャッシュフ

ローを営業，投資および財務活動という機能別

に分類して評価することの重要性を認識して

いる。さらに IASBは，2010年にFASBと IASB

との共同プロジェクトの成果として，公開草案

「財務諸表の表示」(24)を公表した。この公開草

案は，財政状態表，損益計算書およびキャッシ

ュフロー計算書の連携性を明確にするために，

財務諸表科目の細分化原則と連携性原則を定

めた。また，財務諸表区分のためのセクション

およびカテゴリーを設けた。また，営業キャッ

シュフローの表示法を直接法だけに限定し，資

金概念として「キャッシュ」を採択している。

これらの提案は，会社のキャッシュフローの循

環を理解することに役立つ。これらはほとんど

Lee の実現キャッシュフローの計算および開

示目的と一致している。 

 

むすび 

 本稿は，はじめに発生主義会計情報の問題点

を示し，財務会計を事実の「忠実な表現」ある

いは情報の「目的適合性」という観点から発生

主義会計を改善することにあった。そのため

Chambers と Lee の適応能力と実現可能額お

よびキャッシュフロー計算書の機能を明らか

にした。その上で，これらに対する IASB およ

び FASB の最近の動向を見極めてみた。この検

証プロセスはつぎのように要約することがで

きる。 

1．Chambers は，期首の財政状態を一定時点

の企業の財務的活動能力を表示するものと

みている。一定期間の財政状態の変動の状況

は財政状態変動表で表示する。これは企業活

動を増価法により捉えようとするものであ

る。出口価額法による損益およびキャッシュ

の変動は財政状態変動の一部で，財政状態変

動表に表示される。財政状態変動表は財政状

態表の明細表である。 

2．Lee は，キャッシュの循環に注目し，資産

を実現キャッシュと実現可能資産に分類し

た。両者がともに資源に対する支配力を示す

ことは同じである。また Lee は，企業の継続

性を「企業実体の継続性」と「企業活動の継

続性」に分けて，会計測定は企業の継続性を

前提とするが，「企業活動の継続性」を前提

としないと主張している。事実，会社は技術

革新や消費者の好みの変化に応じて適応力

がない旧設備を売却し，その収入などで新設
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備を購入している。このような Lee の継続活

動の概念は今日の企業環境と対応している

Chambers の「適応可能性」とも共通してい

る。また，Lee はキャッシュフロー計算書の

機能的役割を重視して，キャッシュフロー計

算書，財政状態表，財政状態変動表および損

益計算書の４つを基本的財務諸表とした。 

3．IFRS 13「公正価値」および SFAS 157「公

正価値の測定」における「公正価値」は，Lee

の「実現可能額」および Chambers「売却価

額」の主旨と変わらない。公正価値は金融資

産や固定資産の減損の評価などの会計基準

に用いられていて，次第に会計実務に浸透し

てきている。ただし，IFRS 7「金融商品」は

金融資産に「償却原価」，また IAS 36「資産

の減損」は，「使用価値」を認めた。これら

は測定の首尾一貫性と客観性を著しく損ね

ている。 

4．IASB が 2010 年に公表した ED（IFRS X）

「財務諸表の表示」は，キャッシュフロー計

算書と他の財務諸表とを一体化するため，営

業・投資および財務区分と，勘定科目の分類

について「連携性原則」と「細分化原則」を

定めた。このような財務諸表の一体的な考え

方は Chambers および Lee の CFR の思考と

一致している。 

 

 発生主義会計システムは，事実の忠実な表現

や利用者の利用目的に適合しなくなってきた。

しかし，それに代わる財務会計の理論と基礎概

念の構築，会計基準の体系的設定と実務への適

用など容易ではない。しかし，Chambers およ

び Lee はこれについて具体的に例示している。

これらの先見的提案はなお改善すべき点を残

すとしても，その一部に対する批判のため，重

要な部分を失うべきでない。ここで検討した

Chambers および Lee の提言は，すでに多くの

人びとに受入れられてきたし，今日の経営環境

にも適合している。両者の提言は新しい時代の

要請に適合する財務会計システムである。 
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（4）Chambers［1966］，p. 92. 
（5）Chambers［1967］，p. 28. 
（6）Chambers［1966］，pp. 110-114 
（7）Lee［1989］，pp. 139-146. 
（8）Lee［1984］，Chapt.5. 
（9）鎌田，大雄，武田共訳［1989］，65 頁. 
（10）鎌田，大雄，武田共訳［1989］，70 頁. 
（11）IASB［2011］. 
（12）IASB［2011］，IN8. 
（13）FASB［2007］，par.5. 
（14）IASB［2011］，par.72. 
（15）IASB［2011］，par.91. 
（16）IASB［2009］，par.4.1.1. 
（17）IASB［2009］，par.4.1.2. 
（18）IASB［2009］，par. 5.4.1.5 
（19）IASB［2009］，par.B4.1.30(a). 
（20）IASB［2008］，par.6. 
（21）IASB［2008］，par.33. 
（22）IASB［2011］，par.9. 
（23）IASB［2010a］，OB20. 
（24）IASB［2010b］. 
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